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第１部課程 都道府県・政令市等の管理職への昇任を目指す幹部候補生として自治体から推薦を受けた職員対象

研修期間等 ： 年２回、宿泊研修約4.5月、 各期 80名

第２部課程 市町村の管理職への昇任を目指す幹部候補生として自治体から推薦を受けた職員対象
研修期間等 ： 年４回、宿泊研修約３月、 各期 80名

第１部・第２部 管理職への昇任を目指す女性幹部候補生として自治体から推薦を受けた職員対象
特 別 課 程 研修期間等 ： 年２回、eラーニング又は法制集中研修(宿泊)約１月＋宿泊研修約１月、各期 120名

第３部課程 部局長への昇任を控えた自治体から推薦を受けた課長職以上の職員対象
研修期間等 ： 年１回、宿泊研修約３週間、各期 120名

⾃治⼤学校の研修課程（令和５年度）
一般研修

専門研修

税務専門課程 徴税組織の能力向上を目指した研修
（徴収コース） 研修期間等 ： 年１回、宿泊研修約１月、各期 120名

税務専門課程 体系的な会計教育を通じて高度な会計知識を習得する研修【税理士法に基づく指定研修】
（会計コース） 研修期間等 ： 年１回、簿記会計学通信研修約３月＋宿泊研修約３月、各期 50名

監査・内部統制 監査や内部統制の理論と実務の知識を習得する研修【地方自治法に基づく指定研修】
専 門 課 程 研修期間等 ： 年１回、宿泊研修約１月、各期 50名
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令和５年度研修計画について①
１．研修計画の概要

①第１部課程
・平成30年度に法制・経済課⽬を選択制の「基本法制研修」として分離

→ ９割以上の研修⽣が選択していること、分離により講義・演習⽇程が過
密になっているとの研修⽣の声を踏まえ、令和５年度から両者を統合
併せて、研修期間を２週間延⻑し、法制経済課⽬や⾏政経営課⽬（管理

職のマネジメント能⼒養成に資する課⽬）などを充実

基本法制
研修Ａ 第１部課程 第１部課程

（法制・経済課⽬）

（第１部イメージ）
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令和５年度研修計画について②

②第２部課程
・⼩規模な市町村を中⼼に基本法制研修を受講しないニーズもあることから、
選択制を継続
→ 後半の期の研修⽣がいったん地元に戻ることなく、⼀気通貫で研修を
受講出来るよう、法制課⽬の開講時期を２つの第２部課程の間に変更
（「法制集中研修」として実施）し、研修期間は３⽇間延⻑

（第２部イメージ）
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令和５年度研修計画について③
③専⾨課程
・演習等の実践的な課⽬の充実を図るため、税務専⾨課程徴収コースは３⽇間程
度、監査・内部統制専⾨課程は８⽇間程度、それぞれ研修期間を延⻑

④第３部課程、第１部・第２部特別課程
・おおむね、現⾏の研修期間どおり

２．課程の定員
・今年度と同じ1,060名を予定
（特別研修を含み、法制集中研修及び修⼠課程連携特別研修を除く。）

・新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、⼊校者数について、必要に応じて
弾⼒的に対応
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課 程 定員 ⽇数 対 象 ４年度の実施状況

第1部課程
第140期 80名 86⽇ ① 都道府県の職員

② 指定都市・中核市・施⾏時特例市の職員
(特別区を含む)

③ ⼀部事務組合等の職員
④ その他市町村の職員（要望により対象）

・２回（第138期及び第139期）実施
（第138期 38名、第139期 43名）

第141期 80名 86⽇

第2部課程

第200期 80名 53⽇

① 市区町村(指定都市･中核市を除く)の職員
② ⼀部事務組合等の職員

・３回（第196期、第197期、第198期）実施
（第196期 45名、第197期 43名、第198期

71名）
・第199期は来年１⽉に実施予定

第201期 80名 53⽇

第202期 80名 53⽇

第203期 80名 53⽇

第1部・第2部
特別課程

第45期 120名 19⽇
① 都道府県及び市区町村の⼥性職員
② ⼀部事務組合等の職員

・１回（第43期）実施
（第43期 80名）

・第44期は来年１⽉に実施予定第46期 120名 19⽇

第3部課程 第113期 120名 18⽇
① 都道府県及び市区町村の職員
② ⼀部事務組合等の職員
※ 管理職を対象とする

・１回（第112期）実施
（第112期 80名）

（法制集中研修）
第1期 ー （14⽇） 選択受講制

・本課程参加者
・基本法制のみの受講も可能

・基本法制B研修として実施
（第８期 59名、第９期 81名）

第2期 ー （14⽇）

令和５年度⼀般研修課程（研修概要）
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課 程 定員 ⽇数 研 修 期 間 対象・特記事項

税務専⾨課程
税務・徴収
コース

第21期 120名 24⽇ 令和5年9⽉下旬〜11⽉上旬

① 都道府県及び市区町村の職員
② ⼀部事務組合等の職員
※ 税務・徴収事務経験年数が3年以上の職員を対象
※ 研修期間内における「課題レポート」の作成が修了

要件

税務専⾨課程
会計コース 第41期 50名

(宿泊研修)
58⽇

事前研修
令和5年3⽉中旬

簿記会計学通信研修
令和5年３⽉中旬〜6⽉中旬

税務・会計研修(宿泊研修)
令和5年7⽉上旬〜10⽉上旬

① 都道府県及び市区町村の職員
② ⼀部事務組合等の職員
※ 本研修は、税理⼠法に基づく指定研修（税理⼠法第

8条第1項第10号）として位置づけられており、修了
試験に合格した者は、必要な税務事務経験年数を満
たすと税理⼠試験が全て免除され、税理⼠となる資
格が与えられる。

※ 事前研修は、簿記３級レベルに達していないと⾒込
まれる者に対し実施。

監査・内部統
制専⾨課程 第24期 50名 28⽇ 令和6年1⽉中旬〜2⽉下旬

① 都道府県及び市区町村の職員
② ⼀部事務組合等の職員
※この課程を修了し、演習を通じ監査に必要な知識、

技能を有すると認められる者については「⾃治体監
査指導者」と認定する。

令和５年度専⾨研修課程（研修概要）
・専⾨研修課程では、特定の⾏政分野に必要とされる⾼度な知識、実務処理能⼒の充実を図るため、最新の状況を踏ま
えた講義や実践的な演習等を重点的に実施。
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令和５年度特別研修（研修概要）

課 程 定員 ⽇数 研 修 期 間 対象・特記事項

修⼠課程連携特別研修 ー 通年 令和5年4⽉〜6年3⽉
・政策研究⼤学院⼤学修⼠課程（公共政策プログラムの地域政策コー

ス・医療政策コース・農業政策コース・まちづくりプログラム）
・⼀橋⼤学国際・公共政策⼤学院修⼠課程（公共法政プログラム・1

年コース）

医療政策短期特別研修 30名 10⽇ 令和5年7〜8⽉頃（予定） ・医療政策の総合的な企画⽴案を担う都道府県及び市区町村の職員
※寄宿舎対応のみ

ＩＣＴ⼈材育成特別研修 別途
連絡 3⽇ 令和5年9⽉頃（予定）

・都道府県及び市区町村並びに都道府県⼜は市区町村を構成団体と
する⼀部事務組合等のDX推進担当、情報政策担当、企画財政担当
の職員

全国地域づくり⼈材塾
特別研修 80名 4⽇ 別途連絡 ・都道府県及び市区町村並びに都道府県⼜は市区町村を構成団体と

する⼀部事務組合等の地域づくりに取り組む職員等

⼈材育成担当部局幹部セミ
ナー 50名 3⽇ 令和5年11⽉頃（予定） ・都道府県及び市区町村並びに都道府県⼜は市区町村を構成団体と

する⼀部事務組合等の管理職等幹部職員

地域脱炭素研修 30名 3⽇ 令和5年秋頃（予定） ・都道府県・市区町村の地域脱炭素の取組を加速化させるために、
関連施策に携わる職員等（初任者も参加可能）
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課 程 対 象 者

税務専⾨課程
会計コース 「税理⼠法に基づく指定研修」

税務専⾨課程会計コースの修了試験合格者

本研修は、税理⼠法に基づく指定研修（税理⼠法第
8条第1項第10号）として位置づけられており、修了
試験に合格した者は、必要な税務事務経験年数を満
たすと税理⼠試験が全て免除され、税理⼠となる資
格が与えられる。

監査・内部統制専⾨課程
「⾃治体監査事務指導者」
「監査論」及び「決算審査実務演習」の研修効果測定
の評価が⼀定程度の者

本研修は、地⽅⾃治法に基づく指定研修（地⽅⾃治
法施⾏令第174条の49の21）として位置づけられてお
り、外部監査契約を締結できる⾏政実務経験者の必要
経験年数を10年以上を、受講者は５年以上に短縮でき
る。

⾃治体監査実務指導者の認定に関する規程
（平成１２年⾃治⼤学校規則第１号）

第１部課程、第２部課程
「⾃治体職員研修講師」

講師養成課⽬修了者のうち、模擬講義の評価が⼀定
程度の者

⾃治体職員研修講師の認定に関する規程
（平成元年⾃治⼤学校規則第２号）

税務専⾨課程
税務・徴収コース

「地⽅税徴収事務指導者」
効果測定レポートを提出し、内容が⼀定の⽔準を満

たしている者
地⽅税徴収事務指導者の認定に関する規程
（平成１５年⾃治⼤学校規則第４号）

⾃治⼤学校における資格等の認定について
・⾃治⼤学校において、所定の課程を修了し試験等に合格すると次のような資格や認定がなされます。
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新型コロナウィルス対策について①
１．⽇常の健康管理

・ ⼿洗い、⼿指消毒、咳エチケットの徹底、三密（密閉・密集・密接）の回避
・ 毎朝検温及び体調を確認し、アプリを活⽤して報告
・ 体調に異変を感じた時の報告 ・ 規則正しい⽣活

２．講義・演習時
・ ⾶沫防⽌→ 教卓の⾶沫防⽌（アクリル）板設置、マスクかつフェイス・シールド（選択制）の着⽤
・ 講義・演習中の３密対策→ 教室・演習室における座席間の間隔の確保、少⼈数対応
・ 換気の強化→ 教室ドアの常時開放、空調による換気、休憩時間における窓の開放の実施

３．校内⽣活
・ ソーシャル･ディスタンスを確保できない場合におけるマスクの着⽤
・ 談話室における管理の徹底（⼿洗い、⼿指消毒、咳エチケット、⾃治会における利⽤歴等の把握）
・ 不要不急な外出の⾃粛、外泊時における事前届け出（⼟⽇休⽇）
・ ⾷堂において、座席数の減、調味料等の個包装等を実施

（令和４年1⽉１２⽇から認証店へ。アルコール類を提供）
４．体調に異変を感じた場合・発症した場合における⾏動等に係る⼿順の周知・共有（次スライド参照）
５．感染が確認された場合における研修の実施について

・ ⼀般・専⾨研修課程は、研修の継続を前提に４の⼿順による措置を実施
・ 感染等により寄宿舎への⾃室待機の研修⽣は、体調の許す限りにおいて、オンラインでの研修受講が可能
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研修生本人研修生本人

⾵邪症状が⾒られるようになった
⽇の２⽇前からの症状、受講状況、
その他の⾏動履歴について記録す
ること。

※「⽋席届」は
後⽇提出可

発熱等の⾵邪症状 ⼊院
宿泊療養(都指定)
隔離フロア 療養

医療保健
関係者に
よる健康
状況の確認

研
修
受
講
復
帰

※陽性確定の場合、必要に応じて報道発表の実施

２⽇前

陽
性
者
の
検
査

結
果
確
定
⽇

受講中・受講後に
発熱等の⾵邪症状

速やかに帰寮

かかりつけ医
⼜は

地域の⾝近な
医療機関に
電話相談

新型コロナ外来

抗原検査
PCR検査

受検
不要

寄宿舎で安静・医療機関を受診

受検

陰性

陽性

コロナ対応簡略フロー図

毎⽇検温し、
スマホアプリ
「ONDʻU」
による報告

総務本省総務本省

※復帰に際して
証明書は不要

本⼈が作成するもの
様式︓⾏動歴

５⽇

陽性者との最終接触⽇から５⽇間は⾃室待機とし、６⽇⽬か
ら受講復帰可能とする。
※２、３⽇⽬に連続して陰性が確認できた場合には、３⽇⽬から
受講復帰可能

※オンライン受講等を積極的に活⽤最終接触⽇

濃厚接触者濃厚接触者

〜詳細は、「新型コロナウイルス感染症への対応について」（令和4年10⽉）を参照〜

※⾵邪症状が治まったとしても、
再発する可能性もあることに留意※

医
療
機
関
を
受
診
後
に
⾃
室
か
ら

隔
離
フ
ロ
ア
︵
麗
沢
寮
１
階
︶
へ

移
動
す
る
場
合
が
あ
る
︒

※必要に応じて
報告

庶務課庶務課

自治大学校自治大学校

教務部
課程担当
教務部

課程担当

報
告

行
動
歴
の
報
告

※⾃室から内線TELに
より連絡すること

※研修⽣が感染した場合、
その濃厚接触者の範囲が
決定するまでの間、
全ての研修を休⽌する
ことがある。

すべての研修⽣は、
感染発⽣⽇から原則10⽇間
は体調に⼗分留意する。

毎日の検温
報告の徹底 ※夜間・休⽇の場合は庶務係⻑

へ連絡する（公⽤携帯）

東京都発熱相談
センター
に電話相談

03-5320-4592
＜24時間対応＞

派遣元自治体
（都道府県、市町村）

派遣元自治体
（都道府県、市町村）※夜間・休⽇の場合は主幹へ

連絡する（公⽤携帯） ※庶務課長より
報告

その他の研修⽣については、状況に応じて研修を再開する。

陽
性
確
定
の
場
合

報告 報告

※寄宿舎にて療養する場合、外出禁⽌
談話室・⾷堂・共同浴室等の共⽤施設の利⽤は禁⽌

研修生研修生

体調不良者
情報を周知

報
告

報告

報告

回復
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新型コロナウィルス対策について②

①指先アルコール除菌完備 ②教卓前に飛沫防止板を設置

④研修生間の距離を確保 ⑥利用者間の距離の確保（食堂）

③講師との距離を２ｍ確保

⑤演習は少人数で
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新型コロナウィルス対策について③

⑨空調により常時外気を取入

⑩休憩時間ごとに窓からも換気 ⑪来校者に対する検温の実施 ⑫アプリによる体温管理

⑦演習時のフェイス・シールドの着用
（選択制）
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